
令 和 ６ 年 度 

久喜市国民健康保険特別会計予算 





議 案 第 号 

令和６年度久喜市国民健康保険特別会計予算 

令和６年度久喜市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，２８３，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

６００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

令和６年  月  日提出 

久 喜 市 長  梅 田 修 一
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第１

歳

1 手 数 料 1

　

3 国 庫 支 出 金

入

1

1 国 庫 補

（

助 金 1

4 県

単

支 出 金 11,989,

位

783

1 県

：

負 担 金 ・ 補 助 金 11,

千

989,782

円

2 財政安定化基金

）

交付金 1

5

表

財 産 収 入 1

1 財 産 運 用 収 入 1

6 繰 入 金 1,064,396

1 一 般 会 計 繰 入 金 1,064,396

款

7 繰 越 金 1

項

1 繰 越 金 1

金

8 諸 収 入 22,

　

638

1 延

　

滞金、加算金及び過料 22,601

2 市 預 金 利 子 8

　

3 貸 付 金 元 利 収

額

入 1

4 雑 入 28

歳 入 合 計 16,283,000

歳

1 国 民 健 康

入

保 険 税 3,206,1

歳

79

1 国 民

出

健 康 保 険 税 3,206

予

,179

2

算

使 用 料 及 び 手 数 料 1
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歳　出 （単位：千円）

款 項 金 額

1 総 務 費 278,709

1 総 務 管 理 費 277,407

2 徴 税 費 168

3 運 営 協 議 会 費 589

4 趣 旨 普 及 費 545

2 保 険 給 付 費 11,860,269

1 療 養 諸 費 10,313,028

2 高 額 療 養 費 1,506,628

3 移 送 費 100

4 出 産 育 児 諸 費 28,012

5 葬 祭 諸 費 12,500

6 傷 病 手 当 諸 費 1

3 国民健康保険事業費納付 3,795,046
金

1 医 療 給 付 費 分 2,533,479

2 後期高齢者支援金等分 965,215

3 介 護 納 付 金 分 296,352

4 財政安定化基金拠出金 1

1 財政安定化基金拠出金 1

5 保 健 事 業 費 212,986

1 特定健康診査等事業費 154,575

2 保 健 事 業 費 58,411

6 基 金 積 立 金 1

1 基 金 積 立 金 1

7 諸 支 出 金 125,988

1 償還金及び還付加算金 39,157

2 繰 出 金 86,831

8 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

歳 出 合 計 16,283,000
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（単位：千円）

事 項 期 間 限   度   額

特定保健指導業務委託
令和６年度から
令和７年度まで

7,975

第２表　債務負担行為
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令 和 ６ 年 度 

久喜市国民健康保険特別会計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 





 

1 国 民 健 康 保 険

出

税 3,206,179

 

19.7 2,887,

予

346 19.2 318

 

,833 11.0

算

2 使 用

 

料 及 び 手 数 料 1 0.0

事

1 0.0 0 0.0

 

3 国 庫

項

支 出 金 1 0.0 1 0.

 

0 0 0.0

別

4 県 支 出 金 1

 

1,989,783 7

明

3.6 10,794,

 

699 71.6 1,1

細

95,084 11.1

 

5

書

財 産 収 入 1 0.0 15

1

0.0 △14 △93.

総

3

　

6 繰 入 金 1,064,

括

396 6.5 1,195,120 7.9 △130,724 △10.9

7 繰 越 金 1 0.0 150,000 1.0 △149,999 △100.0

8 諸 収 入 22,638 0.2 48,818 0.3 △26,180

(

△53.6

歳

歳 入 合

　

 計 16,283,0

入

00 100.0 15,

)

076,000 100

（

.0 1,207,00

単

0 8.0

位

歳

：千円）

款 本年度予算

 

額 構成比 前年度予算額

入

構成比 比　　　　較 増

 

減率

　(％) 　(％)

歳

　(％)
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　(％) 　(％) 　(％)

1 総 務 費 278,709 1.7 239,827 1.6 38,882 16.2

2 保 険 給 付 費 11,860,269 72.8 10,668,993 70.8 1,191,27

　

6 11.2

(歳　

3 国民健

出

康保険事業費納付金 3

)

,795,046 23.3 3,917,505 26.0 △122,459 △3.1

4 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 保 健 事 業 費 212,986 1.3 219,005 1.4 △6,019 △2.7

6 基 金 積 立 金 1 0.0 15 0.0 △14 △93.3

7 諸 支 出 金 125,988 0.8 20,653 0.1 105,335 510.0

8 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

皆減廃 共 同 事 業 拠 出 金 0 0.0 1 0.0 △1

歳 出 合 計 16,283,000 100.0 15,076,000 10

款

0.0 1,207,0

本

00 8.0

年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比 較 増減率
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定 財 源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

24 278,685

11,818,527 41,742

（単位

124

：

,653 3 3,670

千

,390

円）

本　

1

　年　　度

46,604

　

1 166,381

　予　　

1 0

算　　額　

1

　

25,988

の　　財

10,

　

000

　源　

0

　内　　訳

11,989,784 29 4,293,187

特
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2 退職被保険者等国民健康保険税 23 540 △517

1 医療給付費分滞納繰越分 1 医療給付費分滞納繰越分 12 500 △488

計 12 500 △488

2 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 2 10 △8

計 2 10 △8

1

3 介護

一

納付金分滞納繰越分 1

般

介護納付金分滞納繰越

被

分 9 30 △21

保険者国民

計 9 30

健

△21

康保

計 3

険

,206,179 2,

税

887,346 318

3

,833

（款） ２使用

,

料及び手数料 （項） １

2

手数料

0

1 総務手数

6

料 1 1 0

,

1 証明

1

手数料 1 加入証明手数

5

料 1 1 0

２

6 2

計 1 1 0

,88

計 1 1 0

（款

6

） ３国庫支出金 （項）

,

１国庫補助金

8

1 災

0

害臨時特例補助金 1 1

6

0

歳

3

1 災害臨時特

1

例補助金 1 災害臨時特

9

例補助金 1 1 0

,350

入

（

1 医療給付費分現年課

款

税分 1 医療給付費分現

）

年課税分 2,078,

１

284 1,902,3

国

06 175,978

民健康保険

計 2,

税

078,284 1,9

（

02,306 175,

項

978

） １

2 後期

国

高齢者支援金分現年課

民

税分 1 後期高齢者支援

健

金分現年課税分 795

康

,172 662,50

保

0 132,672

険税

計 795,172 662,500 132,672

3 介護納付金分現年課税分 1 介護納付金分現年課税分 235,000 207,500 27,500

計 235,000 207,500 27,500

4 医療給付費分滞

目

納繰越分 1 医療給付費

・

分滞納繰越分 70,9

節

00 78,000 △7

名

,100

細 節 名

計 70,900 7

本

8,000 △7,10

 

0

年 

5 後期高齢

度

者支援金分滞納繰越分

前

1 後期高齢者支援金分

 

滞納繰越分 17,00

年

0 24,100 △7,

 

100

度 比　較

計 17,000 24,100 △7,100

6 介護納付金分滞納繰越分 1 介護納付金分滞納繰越分 9,800 12,400 △2,600

計 9,800 12,400 △2,600
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　　名 充 当 額

一般財源 退職被保険者等に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国

民健康保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る介護納付金分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 加入証明発行に係る手数料です。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 東日本大震災の被災に伴う保険税の減免及び療養の給付等

に係る一部負担金の免除に要した費用の一部が交付される

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分現年課税分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支援金分

（

現年課税分の国民

単

健

位

康保険税です。

：千円）

歳　出　事

一

　

般財源 一般被保険者に

業

係る介護納付金分現年

　

課税分の国民健康保

別　

険税です。

充　当　先

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国民

健康保険税で

歳

す。

　　入　　概　　

一般

要

財源 一般被保険者に係

事

る介護納付金分滞納繰

　

越分の国民健康保

険

　

税です。

業　
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4 特定健診等負担金 37,104 38,322 △1,218

計 171,256 172,961 △1,705

計 11,989,782 10,794,698 1,195,084

（款） ４県支出金 （項） ２財政安定化基金交付金

1 財政安定化基金交付金 1 1 0

1 財政

計

安定化基金交付金 1 財

1

政安定化基金交付金 1

1

1 0

0

（

計 1 1 0

計 1 1 0

（款） ５財産収入 （項） １財産運用収入

1 利子及び配当金 1 15 △14

款

計

1 利

1

子及び配当金 1 保険給

1

付費等支払基金利子 1

0

15 △14

（款） ４県

）

支出金 （項） １県負担

３

金・補助金

国

1 保険

庫

給付費等交付金 11,

支

989,782 10,

出

794,698 1,1

金

95,084

（

1

項

保険給付費等交付金（

）

普通交付金） 1 保険給

１

付費等交付金（普通交

国

付金） 11,818,

庫

526 10,621,

補

737 1,196,7

助

89

金

計 11,818,526 10,621,737 1,196,789

目・節名

2 保険給付費等交

細

付金（特別交付金） 1

 

保険者努力支援分 57

節

,018 48,444

 

8,574

名 本 年 度 前 年 度 比

2 特

　

別調整交付金分 22,

較

977 32,038 △9,061

3 県繰入金 54,157 54,157 0
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額

診査事業 500 る交付金です。

特定健康診査事業 34,324 特定健康診査等に要する経費に対する交付金です。基準単

特定保健指導事業 2,780 価により積算された額の２／３が交付されます。

171,256

補

11,9

助

89,782

金です。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納

1

付金事業 1 給付増や保険税収納不足により財源不足となった場合、県

に設置される財政安定化基金から受けることができる交付

金です。

交付は、災害、景気変動等の特別な事情が生じた場合、財

源不足額のうち保険税収納不足額の１／２以内の額が交付

されます。

1

1

保険給付費

1

等支払基金積立金事業 1 保険給付費等支払基金の運用利子です。

一般被保険者療養給付事業 10,205

（

,397 療養の給付等

単

に要する費用に対する

位

交付金です。

：

一般

千

被保険者療養費支給事

円

業 85,979

）

審

歳

査支払手数料納付事業

　

20,422

出

一般

　

被保険者高額療養費支

事

給事業 1,504,5

　

28

業

一般被保険者

　

高額介護合算療養費支

別

給事業 2,100

　充

一般被保険者移送費支

　

給事業 100

当　先

11,818,526

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 49,818 医療費適正化、予防・健康づくりなどの取組状況に対する

特定健康診査事業 3,342 交付金です。

特定保健指導事業 3,858

歳

傷病手当金

　

支給事業 1 市町村の災

　

害等特別な事情に要す

入

る費用に対する交付金

　

で

　

一般被保険者医

概

療給付費分国保事業費

　

納付金事業 21,17

　

6 す。

要

特定健康診

事

査事業 836

　

特定保健指導事業 964

　業　　

一般被保険者医療給付

　

費分国保事業費納付金

名

事業 53,657 県内

充

で調整すべき市町村の

 

特別な事情に要する費

当

用に対す

 

特定健康
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計 58,280 59,239 △959

8 国民健康保険産前産後保険税繰入金 1 国民健康保険産前産後保険税繰入金 1,34

計

4 0 1,344

1 15

計 1,344 0

△

1,344

14

計 1,064,396 1,011,970 52,426

（款） ６繰入金 （項） 廃基金繰入金

廃 基金繰入金 0 183,150 △183,150

計 0 183,150 △183,150

（款） ７繰越金 （項） １繰越金

1 前年度繰越金 1 150,000 △149,999

1 前年度繰越金 1 前年度繰越金 1 150,000 △149,999

計 1 150,000 △149,999

計 1

計

150,000 △14

1

9,999

（款） ８諸

1

収入 （項） １延滞金、

5

加算金及び過料

△

1

1

一般被保険者延滞金 2

（

4

2,300 30,000 △7,700

（款

1 延滞金 1 一般被保険

）

者延滞金 22,300

６

30,000 △7,7

繰

00

入金 （

計 22,30

款

項

0 30,000 △7,

）

700

１一

2 退職被

般

保険者等延滞金 300

会

300 0

計繰入金

） ５

1 一般会計繰入金

財

1,064,396 1

産

,011,970 52

収

,426

入

1 保険

（

基盤安定繰入金（保険

項

税軽減分 1 保険基盤安

）

定繰入金（保険税軽減

１

分 428,452 42

財

7,943 509

産運用収

） ）

入

計 428,452 427,943 509

2 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 1 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 258,089 245,175 12,914

） ）

計 258,089 245,175 12,914

3 未就学児均等割保険税繰入金 1 未就学児均等割保険税繰入金 6,796 6,719 77

目・節

計 6,796 6,71

名

9 77

細 

4 職員

節

給与費等繰入金 1 職員

 

給与費等繰入金 277

名

,788 238,88

本

4 38,904

 年 

計

度

277,788 238

前

,884 38,904

 年 

5 出産育児一

度

時金等繰入金 1 出産育

比

児一時金等繰入金 18

　

,667 21,000

較

△2,333

計 18,667 21,000 △2,333

6 その他一般会計繰入金 1 その他一般会計繰入金 14,980 13,010 1,970

計 14,980 13,010 1,970

7 国保財政安定化支援事業繰入金 1 国保財政安定化支援事業繰入金 58,280 59,239 △959
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額

担の平準化に資す

るための繰入金です。

一般財源 産前産後保険税軽減分に対する繰入金です。

1

一般財源 前年度からの繰越金です。

1

一般財源 納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

一般財源 保険基盤安定のための保険税軽減分の繰入金です。

（単位：千円）

歳　

一般財源

出

保険基盤安定のための

　

保険者支援分の繰入金

事

です。

　業　別　充　当　先

一般財源 未就学児の均等割保険税軽減分の繰入金です。

一般財源 国民健康保険特別会計の職員給与費等に係る繰入金です。

一般財源

歳

出産育児一時金に係る

　

繰入金です。

　入　　概　　要

事

一般財源 その他一般会

　

計の繰入金です。

　　業 名 充 

一般

当

財源 国民健康保険財政

 

の健全化及び保険税負
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2 督促手数料 1 1 0

3 雇用保険被保険者負担金 24 0 24

計 26 2 24

廃 退職被保険者等第三者納付金 0 1 △1

廃 退職被保険者等返納金 0 1 △1

1

計 28 18,50

延

8 △18,480

滞金 1 退職被保険者等延滞金 300 300 0

（款） ８

計 300 300 0

諸収入

3 一般被保険者加算

（

金 1 1 0

項

1 一般

）

被保険者加算金 1 一般

１

被保険者加算金 1 1 0

延滞金

計 1 1 0

、加

廃

算

退職被保険者等加算金

金

0 1 △1

及

計 2

び

2,601 30,30

過

2 △7,701

（款）

料

８諸収入 （項） ２市預金利子

1 市預金利子 8 7 1

1 市預金利子 1 市預金利子 8 7 1

計 8 7 1

計 8 7 1

（款） ８諸収入 （項） ３貸付金元利収入

1 出産費資金貸付金元利収入 1 1 0

1 出産費資金貸付金元利収入 1 出産費資金貸付金元利収入 1 1 0

計 1

目

1 0

・節

計 1

名

1 0

（款） ８諸収入

細

（項） ４雑入

 

1 一

節

般被保険者第三者納付

 

金 1 18,503 △1

名

8,502

本

1 一

 

般被保険者第三者納付

年

金 1 一般被保険者第三

 

者納付金 1 18,50

度

3 △18,502

前 年 度

計 1 18,5

比

03 △18,502

　較

2 一般被保険者返納金 1 1 0

1 一般被保険者返納金 1 一般被保険者返納金 1 1 0

計 1 1 0

3 雑入 26 2 24

1 雑入 1 療養指定公費負担金 1 1 0
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充

齢者の一部負担金負担

 

割合の特例措置に伴う

当

国民健

 

康保険団体連

額

合会からの納付金です。

一般財源 合併前の栗橋町及び鷲宮町の国民健康保険税の督促手数料

です。

職員給与費 24 雇用保険料の被保険者負担分です。

25

27

一般財源 納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

一般財源 不正利得徴収金に係る加算金です。

（単位：千円

一般財源 歳計現金

）

の預金利子です。

歳　出　事　業　別　充　当

出産費資金貸付事業

　

1 出産費資金貸付金の

先

返還金です。

1

1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 第三者行為による医療給付費損害賠償金です。

1

歳　　入　　

一般被保険者医療

概

給付費分国保事業費納

　

付金事業 1 不当利得等

　

徴収金の過払分医療費

要

の返納金です。

事

1

業　　

一般被保険者

　

医療給付費分国保事業

名

費納付金事業 1 前期高
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一般財源

国県支出金 地方債 その他

3 総合事務組合負担金 10,570 10,681 △111 10,570

事業

【人事課】

4 一般管理業務経費 103,319 73,894 29,425 103,319

1

【収納課

一

・市民課（

般管理

総合窓口）・菖

費

蒲行

274

政センター

,

・栗橋行

90

政セ

9

ンター・鷲宮行

23

政

6

センター・国民健

,02

康保険課・出納室】

5 38,884 24 274,885

1 職員給与費 145,302 134,079 11,

３

223 諸 24 145,

歳

278

出

（款） １

【人事課・市民課（

総務費 （項）

総合窓口）・菖

１

蒲行

総務管

政セン

理

ター・栗橋行

費

政センター・鷲宮行

政センター・国民健

本　年

康保険課】

　度　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

2 会計年度任用職員給 15,718 17,371

目

△1,653 15,7

・

18

事業名 本　

与費

年　度 前

【人

　

事課】

年　度 比　較
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士、

○期末手当 1,918 歯科衛生士、保育士）７人

区　

○勤勉手当 1

分

,605

金　

4 共 済 費 2,523 ○

額

社会保険料（会計年度任用職員） 4

○地方公務員共済組合等負担金（会

計年度任用職員） 2,519

8 旅 費 53 ○費用弁償

18 負 担 金 、 補 助 10,570 ○総合事務組合負担金（常勤職員） 9,706 総合事務組合への負担金です。

及 び 交 付 金 ○総合事務組合負担金（会計年度任

用職員） 864

8 旅 費 39 ○普通旅費 22 国民健康保険事務の一般管理業務に要する

○研修旅費 17 経費です。

10 需 用 費 1,508 ○消耗品費 537

○印刷製本費 490

○追録代 364

○図書費 117

11 役 務 費 33,763 ○郵送料 26,296

○切手代 68

○システム回線費 645

○第三者行為損害賠償求償事務共同

処理手数料 493

2 給 料 75,009 ○一般職給料２３人 関係部署の職員の給与費です。

3 職 員 手 当 等 46,901 ○扶養手当 1,872 ・任期の定めのない常勤職員２０人

○地域手当 4,684 ・暫定再任用職員１人

○住居手当 672 ・臨時的任用

（

職員２人

単位

○通

：

勤手当 1,317

千円）

○時間外勤務手当 5,139

○管理職手当 1,176

○期末手当 16,828

○勤勉手当 13,623

○児童手当 1,590

4 共 済 費 23,392 ○地方公務員共済組合等

節

負担金（一

般職） 22,537

○地方公務員災害補償基金負担金（

一

説

般職） 133

　　

○社会保険料（暫定

明

再任用職員） 63

事　

○社会保険料（

業

臨時的任用職員） 65

　

9

概　要

1 報 酬 1,176 ○会計年度任用職員報酬７人 関係部署の会計年度任用職員の給与費です

2 給 料 7,754 ○会計年度任用職員給料４人 。

3 職 員 手 当 等 4,212 ○地域手当 466 ・事務補助員４人

○通勤手当 223 ・保健事業推進員（管理栄養士、栄養
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源

1 賦課業務経費 168 153 15 168

国

【国民健

県

康保険課】

支出金

計 168

地

153 15 168

（款

方

） １総務費 （項） ３運

債

営協議会費

その

1 運営協議会費 58

他

9 483 106 589

1 運営協議会業務経費 589 483 106 589

【国民健康保険課】

計 589 483 106 589

（款） １総務費 （項） ４趣旨普及費

1 趣旨普及費 545 462 83 545

（款） １総務費 （項） １総務管理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

2 連合会負担金 2,498 2,704 △206 2,498

1 連合会負担金事業 2,498 2,704 △206 2,498

目・事業名

【

本

国民健康保険課】

　年　度 前　年

計 277

　

,407 238,72

度

9 38,678 24 2

比

77,383

（款） １

　

総務費 （項） ２徴税費

較
一

1 賦課徴

般

収費 168 153 15

財

168
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区　

10

分

需 用 費 147 ○印刷製

金

本費 国民健康保険税の

　

賦課に係る経費です。

額

11 役 務 費 21 ○点字翻訳料

1 報 酬 540 ○国民健康保険運営協議会委員報酬 国民健康保険運営協議会に係る経費です。

１６人

8 旅 費 11 ○費用弁償

18 負 担 金 、 補 助 38 ○埼玉県国保協議会負担金

及 び 交 付 金

○口座振替手数料 671

○コンビニ等収納手数料 4,956

○ペイジー収納手数料 627

○点字翻訳料 7

12 委 託 料 68,009 ○収納管理徴収電算業務委託料 6,096

○国保総合システム管理業務委託料 17,381

○国民健康保険実績報告書等作成シ

ステム管理業務委託料 253

（単

○住民情報シ

位

ステム管理業務委託料

：

11,051

千円

○国民健康保険実績

）

報告書等作成シ

ステム改修業務委託料 198

○住民情報システム改修業務委託料 7,480

○国民健康保険システム標準化・共

通化業務委託料 20,681

○レセプト点検業務委託

節

料 4,383

○ペイジー収納業務委託料 393

○地方税共通納税システム収納業務

説

委託料 93

　　明 事　業　概　

18 負 担

要

金 、 補 助 2,498 ○埼玉県国民健康保険団体連合会会 国民健康保険団体連合会への負担金です。

及 び 交 付 金 員負担金 1,620

○オンライン資格確認等運営負担金 878
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源

廃 退職被保険者等療養 0 100 △100 0

給付事業

廃 退職被保険

国

者等療養費 0 50 △5

県

0 0

支

廃

出

退職被保険者等療養 0

金

50 △50 0

地方

費支給事業

債 そ

計 10,31

の

3,028 9,337

他

,684 975,344 10,311,798 1,230

（款） ２保険給付費 （項） ２高額療養費

1 一般被保険者高額療養費 1,504,528 1,283,673 220,855 1,504,528 0

1 一般被保険者高額療 1,504,528 1,283,673 220,855 県 0

養費支給事業 1,504,528

1 趣

【国民健康保険

旨

課】

普

2 一

及

般被保険者高額介護合

事

2,100 1,354

業

746 2,100 0

54

算療養費

5 4

1 一般被保険

6

者高額介 2,100 1

2

,354 746 県 2,

8

100 0

3 545

護合算療養費支給事

業

【国民健康保険課】

廃 退職被保険者等高額療養 0 100 △100 0

費

廃 退職被保険者等高額 0 100 △100 0

療養費支給事業

【国民健康保険課】

（款

計 545 4

）

62 83 545

（款）

１

２保険給付費 （項） １

総

療養諸費

務費

1 一般被保険者療養給

（

付費 10,205,3

項

97 9,239,05

）

7 966,340 10

４

,205,397 0

趣旨

1 一般被

普

保険者療養給 10,2

及

05,397 9,23

費

9,057 966,340 県 0

本

付事業 10,205

　

,397

年　度

【国民健康保険

　

課】

の

2 一

　

般被保険者療養費 85

財

,979 77,381

　

8,598 85,97

源

9 0

　

1

内

一般被保険者療養費 8

　

5,979 77,38

訳

1 8,598 県 85,979 0

特　定　財　

支給事業

源

【国民健康保険課】

3 審査支払手数料 21,652 21,096 556 20,422 1,230

1 審査支払手数料納付 21,652

目

21,096 556 県

・

20,422 1,23

事

0

業名 本　年

事

　

業

度 前　年　

【

度

国民健康保険課】

比　

廃 退職

較

被保険者等療養給付 0

一

100 △100 0

般財

費
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区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 1,504,528 ○一般被保険者高額療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の高額療養費に

及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 2,100 ○一般被保険者高額介護合算療養費 国民健康保険一般被保険者の高額介護

1

合算

0 需

及 び 交 付

用

金 負担金 療養費に

費

係る保険者負担金です

5

。

45 ○消耗品費 国民健康保険の制度普及に係る経費です。

（

18 負 担 金 、

単

補 助 10,205,3

位

97 ○一般被保険者療

：

養給付費負担金 国民健

千

康保険一般被保険者の

円

医療費に係る

）

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

節

18 負 担 金 、 補 助 85,979 ○一般被保険者療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の療養費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金

説

です。

　　明 事　業　概　要

11 役 務 費 20,874 ○診療報酬審査支払手数料 国民健康保険団体連合会が行うレセプトの

12 委 託 料 778 ○国保総合システム管理業務委託料 審査・支払い及び入力に係る経費の手数料

です。
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般

計 2

財

8,012 31,51

源

6 △3,504 28,012

（款） ２保険給付費 （項） ５葬祭諸費

1 葬祭費 12,500 13,750 △1,250 12

国

,500

県支

1 葬祭費支給事業 1

出

2,500 13,75

金

0 △1,250 12,

地

500

方債 その他

【国民健康保険課】

計 12,500 13,750 △1,250 12,500

（款） ２保険給付費 （項） ６傷病手当諸費

1 傷病手当金 1 716 △715 1 0

1 傷病手当金支給事業 1 716 △715 県 1 0

【国民健康保険課】

廃 退職被保険者等高

計 1 716 △715 1

額

0

介護 0 50 △50 0

合算療養費

廃 退職被保険者等高額 0 50 △50 0

（款

介護合算療養費支給

） ２

事業

保険

計 1,50

給

6,628 1,285

付

,177 221,45

費

1 1,506,628

（

0

（款） ２保険給付費

項

（項） ３移送費

） ２

1 一般被保険者

高

移送費 100 100 0

額

100 0

療養

1 一般被保険者移送

費

費 100 100 0 県 100 0

支給事業

本　年

【国民健康保

　

険課】

度

廃

　

退職被保険者等移送費

の

0 50 △50 0

　財

廃 退職被保険

　

者等移送 0 50 △50

源

0

　

費支給事

内

業

　

計

訳

100 150 △50 100 0

（款） ２保険給

特

付費 （項） ４出産育児

　

諸費

定

1 出

　

産育児一時金 28,0

財

00 31,500 △3

　

,500 28,000

源

1 出産育児一時金支給 28,000 31,500 △3,500 28,000

事業

目・

【国民

事

健康保険課】

業名

2 支払手数料 12

本

16 △4 12

　年

1 出産育児一時

　

金支払 12 16 △4 1

度

2

前　年　度

手数料納付

比

事業

　較

【国民健康保険課】

一
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区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 12,500 ○葬祭費 国民健康保険被保険者の死亡に関して葬祭

及 び 交 付 金 を行う者に支給する葬祭費です。

18 負 担 金 、 補 助 1 ○傷病手当金 国民健康保険に加入している被用者が新型

及 び 交 付 金 コロナウイルス感染症への感染又は感染し

た疑いにより労務に服することができない

場合に支給する傷病手当金です。

（

18 負 担 金 、 補

単

助 100 ○一般被保険

位

者移送費負担金 国民健

：

康保険一般被保険者の

千

移送費に係る

円）

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

節

説　　明 事

18 負 担 金 、 補 助 2

　

8,000 ○出産育児

業

一時金 国民健康保険被

　

保険者の出産に関して

概

支給

　

及

要

び 交 付 金 する一時金です。

11 役 務 費 12 ○出産育児一時金支払手数料 出産育児一時金の直接支払制度に係る手数

料です。
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者

年

支援金等分

　度

廃 退職被保険者等

比

後期 0 10 △10 0

　較

高齢者支援金

一

等分国

般

保事

財

業費納付金事業

源

計 965,215 1,016,276 △51,061 965,215

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） ３介護納付

国

金分

県

1 介

支

護納付金分 296,3

出

52 324,878 △

金

28,526 296,

地

352

方債

1 介護納付金分国保事

そ

296,352 324

の

,878 △28,52

他

6 296,352

業費納付金事業

【国民健康保険課】

計 296,352 324,878 △28,526 296,352

（款） ４財政安定化基金拠出金 （項） １財政安定化基金拠出金

1 財政安定化基金拠出金 1 1 0 1

1 財政

1

安定化基金拠出 1 1 0

一

1

般被保険者

金事業

医療給

【国民健康保険課】

付費

計 1 1

2

0 1

,533,479 2,575,851 △42,372 124,653 3 2,408,823

（

分

款

1 一

）

般被保険者医療給 2,

３

533,479 2,5

国

75,851 △42,

民

372 国 1 諸 3 2,4

健

08,823

康保険事業費納

付費分国保事業

付

費納 県 124,652

金 （項） １

付金事業

医療

【国民健康保

給

険課】

付

廃

費

退職被保険者等医療給

分

付 0 500 △500 0

費分

廃 退職被保険者等医療 0 500 △500 0

給付費

本

分国保事業費

　年

納付金事業

　度

計 2,533

　

,479 2,576,

の

351 △42,872

　

124,653 3 2,

財

408,823

（款）

　

３国民健康保険事業費

源

納付金 （項） ２後期高

　

齢者支援金等分

内　

1 一般被保険者

訳

後期高齢者 965,215 1,016,26

特

6 △51,051 96

　

5,215

定

支

　

援金等分

財　

1 一般被保険者後期

源

高 965,215 1,016,266 △51,051 965,215

齢者支援金等分国保

目・事業

事業費納付

名

金事業

本　

【国民健康保険課】

年　

廃 退職被

度

保険者等後期高齢 0 1

前

0 △10 0
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区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 296,352 ○介護納付金分国保事業費納付金 国民健康保険被保険者に係る介護納付金分

及 び 交 付 金 の国民健康保険事業費納付金です。

18 負 担 金 、 補 助 1 ○財政安定化基金拠出金 県が設置する財政安定化基金への拠出金で

及 び 交 付 金 す。

18 負 担 金 、 補 助 2,533,479 ○一般被保険者医療給付費分国保事 国民健康保険一般被保険者に係る医療給付

及 び 交 付 金 業費納付金 費分の国民健康保険事業費納付金です。

（単位：千円）

節

説　　

18 負 担 金 、 補 助 9

明

65,215 ○一般被

事

保険者後期高齢者支援

　

金等 国民健康保険一般

業

被保険者に係る後期高

　

齢

概　

及 び 交 付 金

要

  分国保事業費納付金 者支援金等分の国民健康保険事業費納付金

です。
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度 比　較
一般財源

計 154,575 156,807 △2,232 46,604 107,971

（款） ５保健事業費 （項） ２保健事業費

国

1 保健衛生普及

県

費 4,944 8,41

支

2 △3,468 4,9

出

44

金

1

地

保健衛生普及事業 3,

方

100 5,968 △2

債

,868 3,100

その他

【国民健康保険課】

2 保養施設利用者助成 1,524 1,724 △200 1,524

事業

【国民健康保険課】

3 健康アプリ助成事業 320 720 △400 320

1 特定健康

【国民健康

診

保険課】

査等

2 疾病予防

事

費 53,466 53,

業

785 △319 53,

費

466

15

1 人間ドック事業 37

4

,996 39,381

,

△1,385 37,9

5

96

75 156

【国民健康保険課】

,807 △2,232 46,604 107,971

1 特定健康診査事業 1

（

38,133 146,

款

840 △8,707 県

）

39,002 99,1

５

31

保健事業

【国民健康

費

保険課】

（項） １特定健康診査等事業費

本　年　度　の　財　源　内　訳

2 特定保健指導事業

特

16,442 9,96

　

7 6,475 県 7,6

定

02 8,840

　財　源

【国民健康保険課】

目・事業名 本　年　度 前　年　
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18 負 担 金 、 補 助 5,759 ○糖尿病性腎症重症化予防対策事業

及 び 交 付 金   負担金

区　分 金　額

10 需 用 費 154 ○消耗品費 国民健康保険保険者が行う保健事業の普及

11 役 務 費 2,946 ○郵送料 に係る経費です。

10 需 用 費 129 ○印刷製本費 保養施設利用者助成に係る経費です。

18 負 担 金 、 補 助 1,395 ○保養施設助成金

及 び 交 付 金

18 負 担 金 、 補 助 320 ○健康アプリ助成金 健康アプリ事業助成に係る経費です。

及 び 交 付 金

10 需 用 費 149 ○印刷製本費 人間ドック受診者助成に係る経費です。

12 委 託 料 1,447 ○人間ドック業務委託料

7 報 償 費 1,000 ○記念品 特定健康診査に係る経費です。

10 需 用 費 2,044 ○消耗品費 670

○印刷製本費 1,367

○図書費 7

11 役 務 費 6,090 ○郵送料 5,305

○システム回線費 484

○診療情報提

（

供事務手数料 280

単位

○点字翻訳料

：

21

千

12

円

委 託 料 128,888

）

○特定健診等データ管理システム管

  理業務委託料 2,286

○特定健康診査業務委託料 126,602

18 負 担 金 、 補 助 111 ○特定健康診査等共同広報事業分担

及 び 交 付 金   金

節

7 報 償 費 850 ○講師謝礼 特定保健指導に係る経費です。

説

8 旅

　

費 11 ○研修旅費

　明

10 需 用 費 8

事

03 ○消耗品費 684

　業

○印刷製本

　

費 92

概

○図

　

書費 27

要

11 役 務 費 355 ○郵送料 338

○切手代 17

12 委 託 料 7,975 ○特定保健指導業務委託料

13 使 用 料 及 び 賃 689 ○ＯＡ機器等借上料

借 料
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般

0 100

財源

税還付事業

国

【

県

収納課】

支出

3 一般被保険者還付加

金

算金 500 500 0 5

地

00

方

1

債

一般被保険者還付加 5

そ

00 500 0 500

の他

算金事業

【収納課】

4 退職被保険者等還付加算 50 50 0 50

金

1 退職被保険者等還付 50 50 0 50

加算金事業

【収納課】

5 償還金 18,507 2 18,505 18,507

1 償還金事業 18,507 2 18,505 18,507

【国民健康保険課】

2 がん検診助成事業 15,470

（

14,404 1,06

款

6 15,470

） ５保健事業

【国民健康保険課】

費 （項

3 貸付金 1 1 0 1 0

） ２

1 出産

保

費資金貸付事業 1 1 0

健

諸 1 0

事業費

【国民健康保険課】

計 58,411 62,198 △3,787 1 58,410

（款） ６基金積立

本

金 （項） １基金積立金

　年

1 保険給

　

付費等支払基金積 1 1

度

5 △14 1 0

　の

立金

　

1

財

保険給付費等支払基 1

　

15 △14 財 1 0

源　内　訳

金積立金事業

特　

【国

定

民健康保険課】

　財

計 1 15 △

　

14 1 0

（款） ７諸支

源

出金 （項） １償還金及び還付加算金

1 一般被保険者保険税還付 20,000 20,000 0 20,000

金

1 一般被保険者保険税 20,000 20,000 0 20

目

,000

・事業名 本　

還付

年

事業

　度

【収

前

納課】

　

2

年

退職被保険者等保険税

　

還 100 100 0 10

度

0

比

付金

　較

1 退職被保険

一

者等保険 100 100
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22 償 還 金 、 利 子 100 ○退職被保険者等保険税過年度還

区

付 国民健康保険税の更

　

正による減額等に係る

分 金　

及 び 割 引 料   金 還付

額

金です。

22 償 還 金 、 利 子 500 ○一般被保険者保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

22 償 還 金 、 利 子 50 ○退職被保険者等保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

18 負 担 金 、 補 助

22 償

3

還 金 、 利 子 18,50

6

7 ○保険給付費等交付

,

金（普通交付金 前年度

4

に交付された補助金等

0

の精算に伴う

0 ○人

及 び 割 引 料   ）償還

間

金 18,506 償還金

ド

です。

ック助成金

及 び 交 付 金

18 負 担 金 、 補 助 15,470 ○がん検診助成金 がん検診受診者助成に係る経費です。

及 び 交 付 金

20 貸 付 金 1 ○出産費資金貸付金 出産費資金の貸付に係る経費です。

（単位：千円）

24 積 立 金 1 ○保険給付費等支払基金積立金（利 保険給付費等支払基金への積立金です。

節

  子）

説　　明 事　業　概　要

22 償 還 金 、 利 子 20,000 ○一般被保険者保険税過年度還付金 国民健康保険税の更正による減額等に係る

及 び 割 引 料 還付金です。
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比　較
一般財源

国県支出金 地方債 その他

計 39,157 20,652 18

（

,505 39,157

款

（款） ７諸支出金 （項

）

） ２繰出金

７諸

1 一般会計繰出金 8

支

6,831 1 86,8

出

30 86,831

金 （

1 一般会計

項

繰出事業 86,831

）

1 86,830 86,

１

831

償還金及

【

び

国民健康保険課】

還付

計 86,

加

831 1 86,830

算

86,831

（款） ８

金

予備費 （項） １予備費

1 予備費 10,000 10,000 0 10,000

1 予備費 10,000 10,0

本

00 0 10,000

　年　

【国民健康保険課】

度　

計 10

の

,000 10,000

　

0 10,000

（款）

財

廃共同事業拠出金 （項

　

） 廃共同事業拠出金

源　

廃 その他共

内

同事業事務費拠 0 1 △

　

1 0

訳

出金

特

廃 退職被保

　

険者等該当 0 1 △1 0

定　

者リスト事

財

務費拠出

　

事

源

業

計 0 1 △1 0

目・事業名 本　年　度 前　年　度
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区　分 金　額

○保険給付費等交付金（特別交付金

）償還金 1

27 繰 出 金 86,831 ○一般会計繰出金 一般会計への繰出金です。

（単位：千円）

予備費です。

節

説　　明 事　業　概　要
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１　特別職

報酬
（千円）

給料
（千円）

期末手当
（千円）

年間支給
率（月分）

その他の
手当

（千円）

計
（千円）

その他の
特別職

16 540 540 540

計 16 540 540 540

その他の
特別職

16 432 432 432

計 16 432 432 432

その他の
特別職

0 108 108 108

計 0 108 108 108

議　員

議　員

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

前
年
度

長　等

議　員

比

較

長　等

長　等
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２　一般職

（１） 総括

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(7)
27

(7)
25

(0)
2

※職員数欄の（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間

当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員
（外書き）

備　考
区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

本
年
度

1,176 82,763 49,523 133,462 25,915 159,377

前
年
度

1,529 76,590 47,665 125,784 24,637 150,421

比

較
△ 353 6,173 1,858 7,678 1,278 8,956

職

員

手

当

の

内

訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 1,872 5,150 672 1,540 5,139 1,176 18,746

前年度 1,836 4,833 336 1,408 4,851 2,112 18,871

比　　較 36 317 336 132 288 △ 936 △ 125

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 15,228

前年度 13,418

比　　較 1,810
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ア 会計年度任用職員以外の職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(0)
23

(0)
20

(0)
3

※職員数欄の（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

0 75,009 45,311 120,320 23,392 143,712

前
年
度

0 66,564 44,619 111,183 21,936 133,119

比

較
0 8,445 692 9,137 1,456 10,593

職

員

手

当

の

内

訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 1,872 4,684 672 1,317 5,139 1,176 16,828

前年度 1,836 4,231 336 1,090 4,851 2,112 16,745

比　　較 36 453 336 227 288 △ 936 83

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 13,623

前年度 13,418

比　　較 205
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イ 会計年度任用職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(7)
4

(7)
5

(0)
△ 1

※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務

を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

1,176 7,754 4,212 13,142 2,523 15,665

前
年
度

1,529 10,026 3,046 14,601 2,701 17,302

比

較
△ 353 △ 2,272 1,166 △ 1,459 △ 178 △ 1,637

職

員

手

当

の

内

訳

区　分
地域手当
（千円）

通勤手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

本年度 466 223 1,918 1,605

前年度 602 318 2,126 0

比　　較 △ 136 △ 95 △ 208 1,605

区　分

本年度

前年度

比　　較
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額
（千円）

（千円）

給　　料 6,173 給与改定に伴う増減分 1,688

昇給に伴う増加分 917

3,568

職員手当 1,858 2,318

△ 460

（３） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給料

イ 初　任　給

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

制度改正に伴う増減分 期末手当、勤勉手当

その他の増減分

増減事由別内訳 備考

その他の増減分

176,100 166,600

187,300
採用時の年齢・

職種により異なる。
―　

202,400 196,200

39歳10月

区 分

久 喜 市 国　の　制　度

一般行政職　　（円） 技能労務職　　（円） 一般行政職　　（円）

平     均     年     齢 38歳6月

令和5年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 295,740

平均給与月額　　（円） 336,506

平     均     年     齢

区 分 一般行政職

令和6年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 280,038

平均給与月額　　（円） 315,715
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ウ 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

　（級別の基準となる職務）

区 分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一　般　行　政　職 部      長 副　部　長 課      長 課長補佐 係　　　長 主      任 主      事

支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

（1.175） （1.175） （2.350）

2.250 2.250 4.500

（1.150） （1.150） （2.300）

2.200 2.200 4.400

（1.175） （1.175） （2.350）

2.250 2.250 4.500

3 15.0

20 100.0

２　　　級

8 40.0

有

４　　　級

本年度 有

前年度 有

国の制度

級等による加算措置

エ 期末手当・勤勉手当

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

(  )内は、暫定再任用職員の標準的な支給率

備　　　　考

計

１　　　級

３　　　級 3 15.0

5 25.0

５　　　級 0 0.0

計

令和5年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 1 5.0

１　　　級 7 33.3

23.8

２　　　級 7 33.3

1 4.8

1 4.8

区 分
一般行政職

令和6年1月1日
現在

７　　　級

４　　　級

0 0.0

21 100.0

６　　　級

0 0.0５　　　級

３　　　級 5
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オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 加算措置等

定 年 前 早 期

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（2％～45％加算）

定 年 前 早 期

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（支給率等） （2％～45％加算）

カ 地域手当

キ その他の手当

・原動機付自転車等

片道4km以上 　6km未満 4,500円　

片道6km以上 　8km未満 4,900円　

片道8km以上 10km未満 5,300円　

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

支 給 対 象 職 員 数  （人） 23

国の指定基準に基づく支給率　 （％） 6

区 分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

異通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　分 備　　　　考

支 　 給  　対　  象　  地  　域 久喜市

支         給         率  （％） 6
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当年度に係る分

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

特定保健指導業務委託 7,975 令和６年
度から令
和７年度
まで

7,975 7,975

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事 項 限　度　額

前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降の
支出予定額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源

－　　－409


	令和6年度久喜市国民健康保険特別会計予算
	予算総則
	第1表 歳入歳出予算
	第2表 債務負担行為
	令和6年度久喜市国民健康保険特別会計予算に関する説明書

	歳入歳出予算事項別明細書 1 総括
	2 歳入
	3 歳出
	給与費明細書
	債務負担行為調書



